


序　　　　　文

　1990年、タイ王国のジョムティエンにおいて「万人のための教育世界会議」が開催され、「万

人のための教育（Education For All：EFA）」が世界共通の目標とされ、基礎教育重視の国際的な

コンセンサスが形成されました。現在、途上国の教育開発は、EFAを共通目標に進められており、

2000 年９月の国連総会で採択された「ミレニアム開発目標」では「2015 年までに男女の差別な

く、同様に初等教育を完全に修了できるようにする」ことが提言されました。我が国も、2002年

６月のG8サミットで「成長のための基礎教育イニシアティブ」を打ち出し、途上国の基礎教育

普及を支援する取り組みを表明しています。

　現在、基礎教育支援のニーズが高いのは、初等教育の就学率が世界で最も低いアフリカであり、

なかでもサブサハラ地域（初等教育総就学率＝途上国平均95％、サブサハラ平均74％：UNICEF

統計2001）・西アフリカ仏語圏の基礎教育開発が、喫緊の課題となっています。これに対して我

が国はこれまで、無償資金協力による小学校建設を軸にした協力を行ってきました。しかし、同

地域諸国の就学率向上には、ハード面だけでなく、今後はソフト面での支援や、包括的なアプ

ローチが必要になると予測されます。

　こうした流れを受けて国際協力事業団は、2002年９月18日から10月４日まで、当事業団社会

開発協力部社会開発協力第二課課長代理 富安 誠司 を団長とする基礎調査団をニジェール共和国

へ、引き続き10月５日から同20日まで、当事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理

佐久間 潤 を団長とする基礎調査団をセネガル共和国へ派遣し、技術協力プロジェクトの案件発

掘・形成に必要な情報収集と、想定されるプロジェクトの実施可能性を調査しました。

　本報告書は、両調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの展開に

広く活用されることを願うものであります。

　ここに、本調査にご協力頂いた外務省、並びに在セネガル共和国日本国大使館など、内外関係

各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第であります。

　平成 14 年 11 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会開発協力部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部長　佐藤　幹治
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要　　　　　約

　本基礎調査団は、ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）担当が2002年９月18日か

ら 10月４日まで、セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）担当が 10月５日から同20日ま

での日程で現地を訪問し、両国の基礎教育分野における技術協力プロジェクトの実施可能性を検

討するための基礎資料収集並びに関係各機関の調査を行った。この結果、「西アフリカ基礎教育

に係る基礎調査結果要約」（ニジェール分は付属資料１．、セネガル分は付属資料５．）を取りま

とめたのをはじめ、ニジェールに対しては、本基礎調査結果の報告を「エイド・メモワール」（付

属資料２．）として提出し、他の援助機関にも配布した。

　本基礎調査結果の要旨は、以下のとおりである。

（1）ニジェール

1） 背景と援助動向：同国の初等教育就学率は世界で最も低く、就学機会の拡大と教育の質

の改善が、基礎教育の開発課題である。これに対する各国の援助状況をみると、当面財政支

援を統合する「コモンバスケット」の方向性になく、世界銀行・IMF 主導の重債務貧困国

（HIPC）債務救済計画と、万民のための教育を促進する世界銀行の「ファーストトラック・

イニシアティブ」で資金を得るため、教育サブセクターのプログラム的協調を図るなど、緩

やかな協調にとどまっている。つまり、援助協調は「排他的」でなく、我が国の協力は入り

やすい状況にある。

2） 援助のニーズ：就学率向上を阻む要因は、教室と教員の不足、教師の質、親の無関心等

が複雑に絡み合っているが、その中心は、学校の不足と、教育に対する親の低い意識にあ

る。

3） プロジェクトの方向：住民参加型の学校運営管理強化と、就学促進のための啓発活動を

通じて教育関係者のキャパシティービルディング（能力育成）を図り、就学率向上に資する

ことを最終目標とする。このため、学校運営のガイドラインやマニュアルづくりをはじめ、

パイロットプロジェクトを実施して地域への定着を図る。協力期間は３年、長期専門家派遣

は２名程度を考える。

（2）セネガル

1） 背景と援助動向：国民教育省は「教育訓練 10 か年計画」の目標である就学機会の拡大、

教育の質の向上、教育政策・計画・管理の改善――に大きな進展がなかったことから、計画

見直しに取り組み、「万人のための教育（EFA）」方針との整合性を図っている。セネガルは

2002 年度、「ファーストトラック・イニシアティブ」の対象国から除外されたため、10か年



計画の見直しは、次期対象国指名をめざす準備の一環ともみられている。

2） 援助のニーズ：基礎教育の高い留年率・中退率・修了率に悩んでおり、教科書や教材の

不備に加えて、教員の不足とその質の低下が最大の原因とされている。

3） 州、県レベルで現職教員の再研修に協力して、教員の質の向上を図ると同時に、住民参

加の促進を図って、父母や地域住民を学校や地域レベルで組織化し、教育計画の策定や学校

運営に関心をもたせる形の協力展開が考えられる。
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